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「物件将来価値を活用した新型住宅ローン共同研究会」について 

 
１．研究会設立の趣旨 

少子高齢化が進み、住宅市場は成熟段階に入っています。住宅販売戸数は１９９７年

をピークに減少をつづけていますが、都市部への人口集中により、新規住宅市場も都市

部に集中する一方で、地方における住宅市場は減少傾向にあります。 

住宅取得者層の中心である３０代から４０代前半の人口が減少することで今後は、さ

らに新規の住宅販売戸数は減少すると言われていますが、一方で、高齢者層の増加によ

り新規住宅取得から既存住宅のリフォームや住替え等の需要が見込まれています。しか

し、若年世帯の都市部の進出により核家族化が進むことで地方における市町村の高齢化

世帯の持ち家を誰が相続するのかという問題も発生しています。 

このような状況下、金融機関においては、個人向住宅ローンを安定的な資金運用手段

として位置づけ積極的に推進していますが、競争激化による低採算化、更には金利リス

ク・信用リスク等の顕在化も起きており、市場環境が変化する中で「住宅ローンビジネス

モデル」そのものを見直す必要がでてきています。そこで、住宅の資産価値を効果的に活

用した「新たな住宅ローンモデル」を確立できないか研究会を立ち上げたものです。 

当研究会の運営方針は「単に研究を行うだけではなく、金融機関における戦略的な商品

として開発するためのシステム機能面までを定義する」ことを最終目標としています。 

 
２．研究会における主要検討テーマ 

 研究会におけるメインテーマは、住宅資産の将来価値予測を「将来の賃貸収入」を前提

としたＤＣＦ（ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ･ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ）モデルにより算出し、当該価値を活用した新たな住

宅ローンスキームを確立することです。 

物件の将来価値予測を用いた残価設定型住宅ローン物件取得者を対象とした「 」モデル、

既存住宅の効果的活用を希望する個人を対象とした「物件の将来価値予測を活用した資産

価値活用型ローン」モデル、更に、住宅ローン利用者の再チャレンジをサポートするモデ

ルを検討し、法的・システム的課題を洗い出し解決策を導き出すものです。 

 
３．研究会運営状況と個別研究テーマの概要 

研究会は４月から９月までの６ヶ月間、毎月１回定期的にテーマ別に検討会を開催して

います。（ご参考資料１ページ） 

物件の将来価値予測モデルに関しては「㈱東京カンテイ」が、新型商品の概要設計に関

しては「㈱金融財政総合研究所」が主担当となり、参加機関に対し情報を開示、都度、参

加金融機関の立場から意見等を集約し具体化の方向性をテーマ別に体系化しています。 



① 将来価値予測モデル （ご参考資料３ページ） 

過去２０数年間蓄積してきた、マンションの賃料および売買事例価格を基に、「残存

期間中の純収益見込額」と「取引価格」とが等しくなるという前提で DCF 法の「割

引率」を算定し物件評価額を算定するモデルを確立します。賃料情報が充実してい

るマンションを主体としていますが、最終的には当該評価を参考に戸建て住宅への

適用も加味したモデルとして体系化することを目標としています。 

② 残価設定型住宅ローン （ご参考資料４ページ） 

物件時価額と５年後の物件将来価値との関係から、将来価値予測部分は期日に物件

にて代物弁済することを条件に、差額部分を５年間元利均等返済する商品設計とし、

期日に物件により返済することで残債務は訴求しない「ノンリコース」型商品とな

ります。金融機関側のリスク対策を如何に行うかが重要なポイントとなります。 

③ 住宅資産価値活用型ローン （ご参考資料４ページ） 

保有する住宅の５年後の将来価値を算定し、当該価値を前提に資金の利用を可能と

する従来型の当座貸越ローンと一括して資金化した余剰金を期間中余資運用するこ

とも可能とする商品です。不動産をキャッシュ化して運用するモデルですが、負債

を組み合わせることで相続対策として活用できると同時に、後継者への資産移転（贈

与）にも活用することを想定したリバース型ローンです。長生きリスク対策として、

対象物件への賃貸による継続居住をサービス化するモデルとして体系化しています。 

 

４．新型住宅ローン活用想定場面 
① 高齢者向け新型金融商品への適用 （ご参考資料２ページ） 

高齢者は、経済における圧倒的な需要層である一方で、金融における資金提供者と

しての役割を担っていますが、年金問題も含めた社会保障制度は、超高齢化社会に

おいても最大の課題です。現在の国内貯蓄残高の半数以上が高齢者である事実を考

えると、今後は預貯金の取崩しにより老後の生活を維持しなければならない環境が

到来しますが、高齢者がゆとりある生活を維持するためには、現預金の蓄えだけで

はなく保有する住宅資産の価値を有効に活用するモデルを確立することが求められ

ます。本研究会のサービスモデルの活用がポイントになる可能性があります。 

② 地方都市における地域活性化への適用 （ご参考資料５ページ） 

高齢者対策の一つとして考えられる「スマートシティ化」を実現する上でも、郊外

に住む生活に支障を来している高齢者を都市部へ移住してもらう方法を考える必要

があります。金融機関が主体となって「資産価値活用型ローン」と「残価設定型ロ

ーン」を組合せ、「地域内コミュニティの再構築と中心部の再開発による不動産市場

の活性化」を同時に実現するビジネスモデルとして確立し、地域内における資金還

流モデルとして活用することが見込まれます。 
 
５．研究会主要参加メンバー 

企画・運営機関＝㈱東京カンテイ・㈱金融財政総合研究所 

金融機関＝都銀、信託、地銀、ネット銀行、流通系銀行等の８行 

運営参加機関＝住宅ﾛｰﾝｼｽﾃﾑ開発会社、不動産販売・開発会社、サービサー会社 

オブザーバー＝弁護士事務所                        以上 


